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資料１ 
 

埼玉県議会令和元年９月定例会付議予定議案件名 
 

 

 

 

１  令和元年度埼玉県一般会計補正予算（第１号） 

 

 

 

 

 

 

２  令和元年度埼玉県一般会計補正予算（第２号） 

 

 

 

 

 

 

３  埼玉県心身障害者扶養共済制度条例及び埼玉県ふぐの取扱い等に関する条例の一部を改正す 

  る条例 

 

 

 

 

 

 

４  埼玉県手数料条例の一部を改正する条例 

 

 

 

 

 

 

５  埼玉県公安委員会等が行う事務に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

 

 

 

 

 

６  財産の取得について（プロジェクター及びスクリーン） 

 県立学校の授業において使用するプロジェクター及びスクリーンとして、超短焦点プロジェクター１，０１６台及

びマグネットスクリーン２００台を取得することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第３条の規定に基づき議決を求めるもの。 
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７  財産の取得について（コンピュータ） 

 埼玉県警察における携帯電話解析に使用するコンピュータとして、ノート型パーソナルコンピュータ３５台を取得

することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に基づき議決を求

めるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

８  訴えの提起について 

 県営住宅の明渡し及び滞納家賃等請求事件に関して訴えを提起し、又は和解することについて、地方自治法第９６

条第１項第１２号の規定に基づき議決を求めるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

９  平成３０年度埼玉県の一般会計及び特別会計決算の認定について 

 

 

 

 

 

 

 

10  平成３０年度埼玉県公営企業会計決算の認定について 
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（報  告） 

 

１    地方自治法第１８０条第２項の規定による知事専決処分報告  

（１）      成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する 

 法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 
  地方公務員法の一部改正に伴い規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分した 

   ことについて、同条第２項の規定に基づき報告するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）      埼玉県建築基準法施行条例の一部を改正する条例 
  建築基準法の一部改正に伴い規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したこ 

 とについて、同条第２項の規定に基づき報告するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）      損害賠償の額を定めることについて 
  営造物の設置管理に係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したこ 

 とについて、同条第２項の規定に基づき報告するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

２   行政報告書 

 

 

 

 

 

 

３   継続費精算報告 

（１）      平成３０年度埼玉県一般会計継続費精算報告書 

 

 

 

 

 

 

 

４    埼玉県公営企業会計継続費精算報告 

 （１）      平成３０年度埼玉県病院事業会計継続費精算報告書 
 



― 4 ― 

 

 

 （２）      平成３０年度埼玉県水道用水供給事業会計継続費精算報告書 
 

 

 

 

 

 

 

５   基金の運用状況報告 

 
 

 

 

 

 

 

 

６    地方自治法第２２１条第３項の法人の経営状況報告 

 （１）      埼玉県立大学 
 

 

 

 

 

 

 

 （２）      埼玉新都市交通株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）      株式会社秩父開発機構 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）      いきいき埼玉 
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 （５）      埼玉高速鉄道株式会社 

 

 

 

 

 

 

７    地方独立行政法人の業務実績に関する評価報告（埼玉県立大学） 
 

 

 

 

 

 

８    健全化判断比率等報告 
 平成３０年度決算に基づく健全化判断比率等について、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及 

び第２２条第１項の規定に基づき報告するもの。 

 

 

 

 

 

 

９    私債権の放棄に関する報告 
 平成３０年度に放棄した私債権の種類等について、埼玉県債権の適正な管理に関する条例第８条の規定に基づき報 

告するもの。 

 

 

 

 

 

 

10    観光づくりに関する施策の実施状況報告 
 平成３０年度における観光づくりに関して講じた施策について、埼玉県観光づくり推進条例第１６条第５項の規定 

に基づき報告するもの。 

 

 

 

 

 

 

11    農林水産業の振興に関する施策の実施状況報告 
 平成３０年度における農林水産業の振興に関して講じた施策について、埼玉県農林水産業振興条例第７条第４項の

規定に基づき報告するもの。 
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資料２ 

条 例 案 の 概 要 

 

条 例 名 要     旨 

 

１ 埼玉県心身障害者扶養共済

制度条例及び埼玉県ふぐの取

扱い等に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 

１ 趣 旨 

  成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るため 

 の関係法律の整備に関する法律の施行を踏まえ、成年被後見人等 

 に係る欠格条項の見直し及び規定の整備を行うための改正 

 

２ 内 容 

 (1) 埼玉県心身障害者扶養共済制度条例の一部改正 

  ア 欠格条項（年金管理者となることができない者）の見直し 

現 行 改正後 

成年被後見人又は

被保佐人 

精神の機能の障害により年金の受領

及び管理を適正に行うに当たって必

要な認知、判断及び意思疎通を適切 

に行うことができない者 

  イ その他の規定の整備 

 

 (2)  埼玉県ふぐの取扱い等に関する条例の一部改正 

  ア 欠格条項（免許を与えることができない者）の見直し 

現 行 改正後 

成年被後見人 精神の機能の障害によりふぐの調理

を適正に行うに当たって必要な認知、

判断及び意思疎通を適切に行うこと

ができない者 

 

３ 施行期日 

    令和元年１２月１４日 
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条 例 名 要     旨 

 

２ 埼玉県手数料条例の一部を

改正する条例 

 

 

１ 趣 旨 

    建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正を 

 踏まえ、複数の建築物の建築物エネルギー消費性能向上計画認定 

 申請手数料等に係る規定の整備 

 

２ 内 容 

 (1) 複数の建築物に係る認定（変更）申請手数料は、個々の建築 

   物の床面積ごとに定める額を合算することにより算定 

 

 (2) その他の規定の整備 

 

３ 施行期日 

  建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正 

 する法律の施行の日 

 

 

 

３ 埼玉県公安委員会等が行う

事務に関する手数料条例の一

部を改正する条例 

 

 

 

１ 趣 旨 

    道路交通法等の一部改正に伴い、運転免許証再交付手数料等の 

 額の改定等を行うための改正 

 

２ 内 容 

 (1) 道路交通法等の改正に伴う各種手数料の見直し 

 （例）運転免許証再交付手数料 

現 行 改正後 

３，５００円 ２，２５０円 

 

 (2) その他の規定の整備 

 

３ 施行期日 

  令和元年１２月１日 

 

 

 

 

 

 

 



資料３ 

 

令和元年度 ９月補正予算案の概要 

 

 

１ 総  括 

   １０月２７日に執行される参議院議員補欠選挙に要する経費について予算措置を講

じるとともに、道路・河川などの公共事業を追加することにより、当面緊急に対応す 

  べき事業について補正予算を編成した。 

 

２ 補正予算の規模 

  一般会計 ７７億  ６８５万１千円 

   うち補正予算第１号              ２２億  ５５０万７千円 

   うち補正予算第２号              ５５億  １３４万４千円 

  （補正後累計 １兆８，９６１億６，６８５万１千円） 

 

３ 内  容 

 ○ 参議院議員補欠選挙に要する経費≪補正予算第１号≫ 

  ・ 県事務費（選挙啓発経費等） １億５，５０９万２千円 

  ・ 市町村交付金（投票所経費等） ２０億５，０４１万５千円 
                             

 ○ 公共事業の追加≪補正予算第２号≫  

  ・ 道路・街路事業 ３１億７，１２７万４千円 

  ・ 河川事業                     ２３億３，００７万円 

 

４ 主な財源 

  ・ 国庫支出金 ４９億１，２６２万７千円 

  ・ 県債                                             ２４億  ４００万円 

  ・ 諸収入 ２億１，５４３万５千円 
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資料４

(1) 歳入款別 　 （単位　千円、％）

計

金 額 構成比 金 額 構成比

県 税 774,100,000 41.0 774,100,000 40.8

地 方 消 費 税 清 算 金 245,447,000 13.0 245,447,000 13.0

地 方 譲 与 税 113,049,000 6.0 113,049,000 6.0

地 方 特 例 交 付 金 11,522,356 0.6 11,522,356 0.6

地 方 交 付 税 205,200,000 10.9 205,200,000 10.8

交通安全対策特別交付金 1,591,000 0.1 1,591,000 0.1

分 担 金 及 び 負 担 金 2,951,276 0.2 174,377 3,125,653 0.2

使 用 料 及 び 手 数 料 28,996,095 1.5 28,996,095 1.5

国 庫 支 出 金 157,477,816 8.4 2,205,507 2,707,120 162,390,443 8.6

財 産 収 入 7,922,657 0.4 7,922,657 0.4

寄 附 金 121,542 0.0 121,542 0.0

繰 入 金 89,491,170 4.7 89,491,170 4.7

繰 越 金 500,000 0.0 412 500,412 0.0

諸 収 入 34,105,088 1.8 215,435 34,320,523 1.8

県 債 215,985,000 11.4 2,404,000 218,389,000 11.5

合　　　　　　　計 1,888,460,000 100.0 2,205,507 5,501,344 1,896,166,851 100.0

(2) 歳出款別 　 （単位　千円、％）

計

金 額 構成比 金 額 構成比

議 会 費 3,248,389 0.2 3,248,389 0.2

総 務 費 95,601,145 5.1 2,205,507 97,806,652 5.2

民 生 費 364,930,012 19.3 364,930,012 19.3

衛 生 費 61,546,050 3.3 61,546,050 3.2

労 働 費 5,664,269 0.3 5,664,269 0.3

農 林 水 産 業 費 23,590,768 1.2 23,590,768 1.2

商 工 費 18,946,269 1.0 18,946,269 1.0

土 木 費 115,662,214 6.1 5,501,344 121,163,558 6.4

警 察 費 151,533,973 8.0 151,533,973 8.0

教 育 費 492,836,030 26.1 492,836,030 26.0

災 害 復 旧 費 20,940 0.0 20,940 0.0

公 債 費 280,958,085 14.9 280,958,085 14.8

諸 支 出 金 273,421,856 14.5 273,421,856 14.4

予 備 費 500,000 0.0 500,000 0.0

合　　　　　　　計 1,888,460,000 100.0 2,205,507 5,501,344 1,896,166,851 100.0

第　 １ 　号
金　　  　額

補　正　予　算

補　正　予　算

款　　　　　　　別

款　　　　　　　別

1　令和元年度埼玉県一般会計補正予算（第１号・第２号）案

第　 ２ 　号
金　　  　額

補 正 前 の 予 算

補 正 前 の 予 算

第　 ２ 　号
金　　  　額

第　 １ 　号
金　　  　額



－2－

(3) 歳出性質別 　 （単位　千円、％）

計

金 額 構成比 金 額 構成比

知 事 部 局 等 71,033,837 3.8 10,280 71,044,117 3.7

警 察 本 部 122,556,424 6.5 122,556,424 6.5

教 育 局 384,809,548 20.4 384,809,548 20.3

計 578,399,809 30.7 10,280 578,410,089 30.5

395,813,039 21.0 395,813,039 20.9

国 庫 補 助 事 業 50,612,459 2.7 5,501,344 56,113,803 3.0

直 轄 負 担 金 11,028,232 0.6 11,028,232 0.6

県 費 単 独 事 業 96,112,759 5.1 96,112,759 5.1

計 157,753,450 8.4 163,254,794 8.7

3,630,675 0.2 3,630,675 0.2

288,070,765 15.2 288,070,765 15.2

3,971,099 0.2 3,971,099 0.2

103,908,674 5.5 2,195,227 106,103,901 5.6

69,123,466 3.6 69,123,466 3.6

6,266,023 0.3 6,266,023 0.3

281,023,000 14.9 281,023,000 14.8

500,000 0.0 500,000 0.0

合　　　　　　　計 1,888,460,000 100.0 2,205,507 5,501,344 1,896,166,851 100.0

予 備 費

区 分

維 持 補 修 費

補 助 費

給
　
与
　
費

投
資
的
経
費

義 務 費

積 立 金

県 税 交 付 金 等

補 正 前 の 予 算

投 融 資

一 般 行 政 費

第　 ２ 　号
金　　  　額

他 会 計 繰 出 金

第　 １ 　号
金　　  　額

5,501,344

補　正　予　算
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知事公約に係る「取組の方向性」【概要】 
 

 知事選挙において公約として知事が掲げた１２の政策分野１２８項目について、県と

してどのように対応していくか、庁内での議論を踏まえ、別添のとおり「取組の方向性」

として取りまとめました。 

 今後、この方向性に沿って施策の進め方を検討し、実現に向けた工程をお示しすると

ともに県の行政計画への反映を検討していきます。 

 

１ ５大プロジェクト関連の項目  １９項目 

  ①『人生１００年プロジェクト』 

 

 

 

 

 

 

 

    №１ 高齢者のスポーツ行動率を引き続き高め、健康寿命を延ばすと共に 

      健康保険料（税）の支払いを抑制します。 

 

  ②『埼玉版スーパー・シティプロジェクト』 

 

 

 

 

 

 

 

    №９ 「埼玉版スーパー・シティ」構想により、地域包括ケアをすすめ、一人 

      暮らし高齢者の見守りと空き家対策を強力にすすめます。 

   など８本（№９、４２、４３、４４、９６、１１４、１１５、１１６） 

 

 健康長寿埼玉プロジェクトにおいて、高齢者が多く参加するスポーツの推進団体等と

連携し、コバトン健康マイレージのポイント付与をインセンティブとして高齢者のスポーツ

参加を促進します。【保健医療部】 

 高齢者をはじめ、誰もが参加できるレクリエーション活動などへの支援の拡充や、様々

な世代が多様な形でスポーツに参加できる総合型地域スポーツクラブの活動内容の充

実に取り組みます。【県民生活部】 

 急速に進む少子高齢化社会を踏まえ、エネルギーの効率的な利活用を中心に据え

た、企業・市町村・家庭等も参画のメリットが得られる、コンパクトな街＝「埼玉版スー

パー・シティ」について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職住近接によるワークライフバランスや子育て環境の
向上、高齢者の見守り、空き家対策などにも寄与していきます。 
【環境部、都市整備部、危機管理防災部、福祉部、産業労働部】 
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  ③『共生社会プロジェクト』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    №５９ 女性のキャリア支援、特に出産後、子育て後のキャリア支援を充実 

       させます。 

   など５本（№５９、６２、６４、６７、６９） 

 

  ④『あと数マイルプロジェクト』 

 

 

 

 

 

    №３７ 大宮駅を拠点とした東日本連携及び、ＳＲ（埼玉高速鉄道）延伸を 

       前提に、東武線をも巻き込んだ交通の便の向上の取組みをすすめます。 

   など３本 （№３７、７３、７４） 

 

  ⑤『世界のＳＡＩＴＡＭＡプロジェクト』 

 

 

 

 

 

 

    №８７ 子供や若者が国際交流できる機会を増やします。 

   など２本 （№８７、８８） 

 すべての県民が社会の中で受け入れられ、いきいきと活躍できるよう、環境の整備を 

進めます。 

 女性については、キャリア支援を推進して、起業家・管理職の増加に取り組むととも

に、女性が様々な職種に参画できるよう支援に取り組みます。また、ウーマノミクス課を

政策調整の中心としたワンストップサービス体制の実現に取り組みます。 

【総務部、産業労働部、農林部】 

 ＬＧＢＴＱについては、その実態を調査した上で、大人だけでなく子供・若年者も対

象に捉え、社会全体で正しく理解されるよう、積極的に啓発等を実施していきます。 

【県民生活部】 

 将来の人口・需要や新たな技術の動向等を十分に把握した上で、公共交通及び道

路網のさらなる利便性向上策について、これまでの経緯等も踏まえつつ検討を進めま

す。限られた予算の中で、県境路線を含めた効果の高い部分について、重点的に整備

を進めます。【企画財政部、県土整備部】 

 国際的スポーツイベントは県民が世界に目を向ける絶好の機会となることから、日本

人と外国人が交流を深めるイベントの多言語による情報発信やボランティアの積極的活

用など多文化交流を進めていきます。 

 改正入国管理法を契機とする外国人材の受入れ・共生のための取組について国の

取組を踏まえて生活者の視点から行います。【県民生活部、保健医療部、教育局】 
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２ 重点的に取り組む項目 １６項目 

  №5  医師を増やし、県内に安心の医療ネットワークを作ります。在宅医療も推進 

    すると同時に、医療過疎地域での隣接県との連携を更に強化し、ＩＴを活用 

    した遠隔処方も進めます。 

 

 

 

   

 

 

  №21 病児保育所の整備促進を図るとともに、保育園で子供の具合が悪くなっても 

    迎えに行けない時に備えた病児保育施設への送迎システムを、モデル事業を通 

    じて推進します。 

 

 

 

 

  №29 林業については、ロボット・センサーによる森林管理を推進します。 

 

 

 

 

  №31 ドローンや無人運転トラクターの導入、ＡＩを活用したスマート農業・林業

支援を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 農業経営の一層の広域化を目指し、ドローンや無人運転トラクター等の先端技

術の導入による効率化・省力化や、ＡＩ等を用いた農業に関する技術の伝承など

について、検討を行います。 

 木材生産・流通の効率向上に向けて、ＩＣＴ等を活用した林業機械の導入、

木材サプライチェーンマネジメントの構築を検討します。【農林部】 

 地域のニーズに応じ病児保育の受入体制の充実を支援するとともに、送迎システム

のモデル事業導入を検討します。【福祉部】 

 医師の地域偏在、診療科偏在の解消を図るとともに医療機能の分化・連携を進

め、高度急性期から在宅まで切れ目のない地域医療体制を整備します。群馬県の

隣接地域と合同で会議を開催し、医療連携の強化について協議します。 

【保健医療部】 

 レーザー搭載ドローンを活用した森林資源調査により得られた情報をクラウド化し、

市町村等と情報共有するなど効果的な森林管理について検討します。【農林部】 
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  №32 「渋沢栄一創業プロジェクト」を立ち上げ、伴走型の創業支援を行います。 

    併せて、インキュベーション施設の提供や起業家や異業種間がつながれる場を 

    創造します。 

 

 

 

 

 

 

   №38 官民連携を通じてスポーツ・芸術の裾野を広げ、産業化をすすめます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  №39 来て、見て、参加して楽しい県立公園を活かした「大宮スーパー・ボール 

    パーク」構想を提案します。 

 

 

 

 

 

  №41 地域・まちなか商業活性化支援事業等の適用を受ける商店街への支援を行い 

    ます。よろず支援拠点を含めた産業振興の仕組みと姿勢を見直し、プッシュ型 

    支援の組織を構築します。 

 

 

 

 

 

  渋沢栄一翁の理念を受け継ぎ、革新的なサービスなどの創出に挑戦する起業家

に対して、先輩起業家や専門家等による伴走型の支援を行う仕組みを検討します。

併せて、インキュベーション施設を引き続き提供するとともに、起業家同士や異業種の

企業とのビジネスマッチングを新たに検討します。【産業労働部】 

【産業労働部】 

 県の地域資源であるプロ・トップスポーツチームによるスポーツ体験教室等スポーツイ

ベントを支援することにより、スポーツ参加人口の拡大を図ります。 

 アマチュア文化団体への助成など県民の主体的な文化芸術活動の支援を行いま

す。【県民生活部】 

 新ビジネスを創出する取組を引き続き支援するとともに、県内のスポーツ産業の集

積状況を分析し、展示会への出展支援やビジネスマッチングを新たに検討します。

【産業労働部】 

  「大宮スーパー・ボールパーク」構想の検討を通じて、大宮公園内にある野球場・

サッカー場等周辺施設も含めた整備など、試合のある日も無い日も楽しめる公園を

目指します。【都市整備部】 

 事業の適用を目指す商店街に対し、市町村等と連携して専門家の派遣や情報

提供などによる支援を行います。また、よろず支援拠点との連携を強化するとともに、

県内中小企業のニーズを把握し、きめ細かい支援を行います。【産業労働部】 
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  №83 ｅスポーツの普及、参加の場所の拡大に取組みます。 

 

 

 

 

 

 

  №84 「大宮スーパー・ボールパーク」構想や国際規格の競泳プール整備をすすめ 

    ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  №94  埼玉県版ＦＥＭＡを立ち上げ、災害や被害の状況に応じて必要な組織が連携

できる体制を作り上げ、ブラインド演習の実施、備蓄、協力団体等との連携強

化、啓もう活動の強化にも努めます。（ＦＥＭＡ＝危機管理のためのアメリカ

の政府機関） 

 

 

 

 

 

 

 

  №95 災害発生時の県業務継続計画（ＢＣＰ）を抜本的に見直します。 

 

 

 

 

 スポーツとしての可能性や、スポーツ普及のツールとしての活用などの検討を行いま

す。 【県民生活部】 

 民間企業等がソニックシティやＳＫＩＰシティなどを会場に開催するｅスポーツイベ

ントと連携し、県内誘客や普及・広報を図ります。【産業労働部】 

 国内主要大会が開催可能なプール、最先端技術で競技力・健康をサポートする 

プールをコンセプトに整備を進めてまいります。【県民生活部】  

 「大宮スーパー・ボールパーク」構想の検討を通じて、大宮公園内にある野球場・ 

サッカー場等周辺施設も含めた整備など、試合のある日も無い日も楽しめる公園 

を目指します。【都市整備部】 

 被災市町村の災害対応業務を支援する職員派遣チームを設けるとともに、主要

災害ごとのシナリオを想定しながら、職員の専門研修や訓練の充実を図ります。 

 また、協定締結事業者との連携体制や災害ボランティア団体との協力体制の充実

を図ります。 【危機管理防災部】 

 職員の被災等を前提としたより厳しい想定に基づき職員の参集可能人数を見直す

とともに、非常時優先業務と職員の応援体制の整理を行います。 

【危機管理防災部】 
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  №119 行政のＩＴ化、ペーパーレス化を進めて県民サービスの向上とコスト削減に 

     取組みます。 

 

 

 

 

  №121 県庁内における積極的なサイバーセキュリティ対策を実施し、警察、官民Ｃ 

    ＥＲＴ及び、県内自治体へと情報共有を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  №124 県民と直接対話できるよう「どこでも知事室」を開催します。 

 

 

 

 

  ◎ 埼玉で「ＳＤＧｓ」を実現する（埼玉版ＳＤＧｓ＝“Ｓ”ＳＤＧｓ） 

 

 

 

 

 ５か年計画において「１７の目標」と施策との関係を十分に整理し、また、重点的

な取組等を検討した上で、ＳＤＧｓの取組を政策横断的に推進していきます。 

【企画財政部 他関係部局】 

 ＡＩ・ＲＰＡなどの新技術の積極的な活用や「ペーパーレス大作戦」の推進によ

り、県民サービスの向上とコスト削減に努めます。【企画財政部】 

 県民本位の県政をより一層推進するため、県民との直接対話を重視した「どこでも

知事室」を実施します。【県民生活部】 

 情報セキュリティポリシーを随時更新しながら、サイバーセキュリティ対策を強化してき

ました。引き続き関係機関、市町村と情報共有及び連携を行いながら、更なるセキュ

リティ対策を順次実施していきます。【企画財政部】 

 平成２６年より、埼玉県内に所在する「産」「学」「官」の関係機関、団体が緊密に

連携して、サイバー空間の実態把握、情報共有等を目的とし、埼玉サイバーセキュリ

ティ推進会議（ＳＣＳＣ）を運営してきました。引き続き、同会議を通じた情報共

有等により、官民連携した先制・能動的なサイバーセキュリティ対策を推進していきま

す。【警察本部】 
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１２の政策分野における具体政策 

① 安心して健康に長く暮らせる埼玉へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

1 

 

 
 高齢者のスポーツ行動率を引

き続き高め、健康寿命を延ばす

と共に健康保険料（税）の支払

いを抑制します。 

 

 
 高齢者をはじめ、誰もが参加できる

レクリエーション活動などへの支援の

拡充や、様々な世代が多様な形でスポ

ーツに参加できる総合型地域スポーツ

クラブの活動内容の充実を検討しま

す。（県民生活部） 

 

 健康長寿埼玉プロジェクトにおい

て、高齢者が多く参加するスポーツの

推進団体等と連携し、コバトン健康マ

イレージのポイント付与をインセンテ

ィブとして高齢者のスポーツ参加を促

進します。（保健医療部） 

 

 

2 

 

 
 生涯現役で活躍できる場を広

げます。 

 
 アクティブシニアの社会参加への支

援及び高齢者の自立や社会参加の促進

に取り組みます。（県民生活部） 

 

 「働くシニア応援プロジェクト」を

推進し、シニアが生き生きと働ける環

境の拡大に取り組みます。 

（産業労働部） 
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3 

 

 
 自治体の行う地域包括ケアシ

ステムの取組みを支援します。 

 

 

 

 
 高齢となっても住み慣れた地域で自

分らしく安心して暮らせるよう、地域

包括ケアシステムの構築を進めます。

また、関係機関等と連携し、地域包括

ケアシステムを担う介護人材の確保・

定着を進めます。（福祉部） 

 

 在宅医療を推進するため、在宅医療

を担う人材育成を進めます。 

 また、患者の選択肢を確保するため、

県医師会に協力してＡＣＰ（ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ･

ｹｱ･ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ）の普及に取り組みます。 

（保健医療部） 

 

 

4 

 

 
 見守りや、検診受診率の向上

による早期発見を中心とした認

知症対策をすすめます。 

 

 

 

 
 認知症サポーターの養成や早期発見

のための医療従事者への研修などに取

り組みます。（福祉部） 

 

 認知症の早期発見と進行予防のた

め、市町村における認知症検診事業の

普及を図るなど認知症検診の受診率向

上に取り組みます。（保健医療部） 

 

 

5 

 

 
 医師を増やし、県内に安心の

医療ネットワークを作ります。

在宅医療も推進すると同時に、

医療過疎地域での隣接県との連

携を更に強化し、ＩＴを活用し

た遠隔処方も進めます。 

 
 医師の地域偏在、診療科偏在の解消

を図るとともに医療機能の分化・連携

を進め、高度急性期から在宅まで切れ

目のない地域医療体制を整備します。 

 群馬県の隣接地域と合同で会議を開

催し、医療連携の強化について協議し

ます。（保健医療部） 
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6 

 

 
 糖尿病など慢性疾患の重症化

を防ぎ、残薬管理をすすめるこ

とで医療費の適正化につとめま

す。 

 
 重症化リスクの高い方を対象に受診

勧奨等を行う重症化予防対策として、

糖尿病性腎症のほか循環器疾患にも対

象を広げて取り組みます。 

 残薬対策や薬の服用歴・残薬の管理

を一元的・継続的に行うかかりつけ薬

剤師・薬局の普及促進に取り組みます。 

（保健医療部） 

 

 

7 

 
 がん対策はアピアランス支援

や若年性がん患者の妊孕性の保

持、働きながらがん治療に取組

める環境づくりにつとめます。 

 
 若年性がん患者の妊孕性温存治療へ

の助成、働く世代向けの相談業務の周

知を図るとともに、アピアランス支援

について県内のがん診療連携拠点病院

などの相談員の人材育成を図るなどが

ん対策を推進します。（保健医療部） 

 

 「仕事と生活の両立支援相談窓口」

において介護、子育て、がんなどの治

療で仕事の継続にお悩みの方の相談に

応じるとともに、必要なサービスの提

供窓口の案内と情報提供を行います。 

（産業労働部） 

 

 

8 

 
 感染症拡大を防ぐためのワク

チン接種の促進と、インフルエ

ンザワクチン等の不足を防ぐ適

切な管理を行います。 

 
 感染症拡大を防ぐため、定期予防接

種率の維持や向上を目指すとともに、

インフルエンザワクチン等の不足が生

じないよう安定供給対策に取り組みま

す。（保健医療部） 
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9 

 

 
 「埼玉版スーパー・シティ」

構想により、地域包括ケアをす

すめ、一人暮らし高齢者の見守

りと空き家対策を強力にすすめ

ます。 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランスや

子育て環境の向上、高齢者の見守り、

空き家対策などにも寄与していきま

す。（環境部、都市整備部、危機管理防

災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

10 

 

 
 合理的配慮の取組みを進める

ことで、障害者の社会参加を促

進します。 

 
 事業者などへの理解促進を図るとと

もに、手話通訳者の派遣などの合理的

配慮に取り組みます。（福祉部） 

 

 

11 

 

 
 見た目では判断のつかない内

部疾患や難病患者への支援、精

神障害などへの啓発を進めてい

きます。 

 
 ヘルプマークの普及、精神障害者、

発達障害児者及び医療的ケア児などの

障害者及び家族に対する支援やセミナ

ーなどの啓発、理解の促進に取り組み

ます。（福祉部） 

 

 早期に正しい診断ができる体制づく

りなど、難病患者に対する支援を推進

します。 

 依存症者の相談体制を整備するとと

もに、関係機関や民間支援団体と連携

して依存症者やその家族等への支援を

行います。（保健医療部） 
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② 結婚・出産・子育てしやすい埼玉へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

12 

 

 
 妊娠出産の正しい知識の普及

につとめます。 

 
 高校生への妊娠・不妊に関する知識

を分かりやすく解説する冊子の配布

や、中高生・大学生向けの出前講座の

開催など、若い世代への妊娠出産等に

関する正しい知識の普及を行います。

（保健医療部） 
 

 

13 

 

 
 県民の経済的自立を支えるた

め家賃補助等の導入を検討しま

す。 

 

 

 
 より多くの市町村へ、国の交付金を

活用し、新婚世帯を対象に結婚の初期

コストの支援を行うよう働きかけま

す。（福祉部） 

 

 県営住宅での子育て世帯の入居促進

に取り組みます。（都市整備部） 

 

 

14 

 

 
 子供の貧困対策計画を策定

し、各種ＮＰＯ等とも連携しな

がら、ＰＤＣＡサイクルに乗せ

ていきます。 

 

 

 
 子供の貧困計画を子育て応援行動計

画に含める形で今年度中に策定しま

す。ＮＰＯ等民の力を活用し、子供の

居場所を広げるとともに、生活困窮世

帯の子供の学習支援事業を推進しま

す。（福祉部） 

 

 

15 

 
 安心して子供が産める産婦人

科医の確保につとめます。 

 

 
 産科医等の確保と定着を進めるとと

もに、秩父地域で唯一の産科医院への

産科医、助産師の派遣など、秩父地域

の産科医療の確保に取り組みます。 

（保健医療部） 
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16 

 
 妊産婦の孤立と不安を取り除

く、産前産後ケアを充実させま

す。 

 

 
 産前産後ケアの取組を促進するた

め、産前産後ケア事業などを行う市町

村の「ネウボラ」施策への支援を行い

ます。（保健医療部） 

 

 

17 

 
 県内市町村の「ネウボラ」施

策の実効的な充実を支援しま

す。 

 

 
 市町村における「ネウボラ」施策へ

の事業費の補助や相談職員の人材育成

など、妊娠から育児まで切れ目のない

支援体制の充実に取り組みます。 

（保健医療部） 

 

 

18 

 

 
 児童相談所と警察とが連携し

た児童虐待防止のための取組み

を強化します。 

 
 

 
 児童相談所と警察署を直接つなぐ新

システムを構築し、運用を開始します。

また、警察と定期的に意見交換して適

切に運用します。（福祉部） 

 

 児童相談所と情報の共有を図り、連

携して児童虐待事案に取り組みます。 

児童相談所と合同で、臨検・捜索、立

入調査の訓練を実施します。被虐待児

童の安全確保に必要な体制の強化に取

り組みます。（警察本部） 

 

 

19 

 

 
 相談件数の多いエリアでの児

童相談所整備を進めます。 

 
 

 
 児童虐待相談対応件数の増加などを

踏まえ、新たな児童相談所と一時保護

所の整備を検討します。併せて、要保

護児童を養育するため、里親委託の拡

大やファミリーホームの整備に取り組

みます。（福祉部） 
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20 

 

 
 多様な保育サービスを提供

し、待機児童ゼロを目指す自治

体の取組みを支援します。 

 

 

 
 市町村、幼稚園、企業と連携した取

組などにより保育所等の保育サービス

の受入枠拡大・保育士確保に努めると

ともに、放課後児童クラブの整備を進

めます。（福祉部） 

 

 

21 

 

 
 病児保育所の整備促進を図る

とともに、保育園で子供の具合

が悪くなっても迎えに行けない

時に備えた病児保育施設への送

迎システムを、モデル事業を通

じて推進します。 

 
 地域のニーズに応じ病児保育の受入

体制の充実を支援するとともに、送迎

システムのモデル事業導入を検討しま

す。（福祉部） 

 

 

22 

 

 
 駅前から保育施設へのバスで

の送迎など先進的な取組みを積

極的に自治体へと情報提供を行

います。 

 

 
 待機児童対策協議会などを活用し、

市町村との連携や情報提供を進めるこ

とで、送迎保育などの先進・好事例の

横展開を図っていきます。（福祉部） 

 

 

23 

 
 過密な特別支援学校の環境改

善に取組みます。 

 
 現在の過密状況と児童生徒数の将来

推計などを踏まえ、新設校や高校内分

校の設置などに取り組みます。 

（教育局） 

 

24 

 
 ワーク・ライフ・バランスの

実現へ向けた取組みを強化しま

す。 

 
 ワーク・ライフ・バランスの実現に

向けて、企業の働き方改革への支援を

推進します。（産業労働部） 

 

25 

 
 不妊治療助成の拡大を検討し

ます。 

 
 平成２９年度より、国の助成に加え

て県独自の助成を行ってきました。不

妊治療助成の拡大を検討するなど、早

めの不妊検査・治療の受診を推進しま

す。（保健医療部） 
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③ 産業が元気、埼玉の稼げる力の向上へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

26 

 

 
 産学官連携により先端産業を

育成すると共に、市場へのアク

セスを支援します。 

 
 先端産業創造プロジェクトにおい

て、大学等の先端的な研究シーズと企

業の優れた技術を融合させるととも

に、展示商談会への出展支援などを推

進します。（産業労働部） 

 

 

27 

 

 
 公的事業においては県内企

業、県経済に貢献する企業を優

先し、地域産業の活性化につと

めます。環境負荷の低減や女性

活躍、障害者雇用などに積極的

な企業を評価できる仕組みづく

りに取組みます。 

 

 

 
 公共調達に当たっては、引き続き県

内企業の受注機会の確保に努めるとと

もに、入札参加資格審査等において、

社会貢献活動を行う企業等を一層評価

できるよう取り組みます。（総務部） 

 

 公共調達に当たっては、引き続き県

内企業の受注機会の確保に努めるとと

もに、社会貢献に積極的な県内企業を

より評価できる仕組みづくりに取り組

みます。（農林部） 

 

 県内企業にできることは、県内企業

に発注することを基本とするとともに

総合評価方式の推進、適切な工期設定

などにより県内企業への入職が円滑に

進むよう環境づくりに取り組みます。 

（県土整備部） 

 

 公共調達に当たっては、引き続き県

内企業の受注機会の確保に努めるとと

もに、社会貢献に積極的な県内企業を

より評価できる仕組みづくりに取り組

みます。（都市整備部） 
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28 

 
 農林事業者との連携による傷

みやすい作物、かさばる作物な

ど、地理的優位性を最大限に活

かせる商品・サービス等の開発

事業及び販路拡大につとめま

す。 

 
 地理的優位性を活かした商品等の開

発や県内外の販路拡大に取り組みま

す。また、食品関連事業者と連携した

Ｓ－ＧＡＰに取り組む生産者の販路拡

大や、地理的優位性を活かした有機農

産物等の生産者への支援を行います。

（農林部） 
 

 

29 

 
 林業については、ロボット・

センサーによる森林管理を推進

します。 

 
 レーザー搭載ドローンを活用した森

林資源調査により得られた情報をクラ

ウド化し、市町村等と情報共有するな

ど効果的な森林管理について検討しま

す。（農林部） 
 

 

30 

 
 県産材の利用促進へ向け、補

助の拡大、手続きの簡素化を検

討します。 

 
 住宅などにおける梁・桁や合板への

県産木材利用促進を図るため、補助の

拡大と併せて手続の簡素化について検

討を行います。（農林部） 
 

 

31 

 
 ドローンや無人運転トラクタ

ーの導入、ＡＩを活用したスマ

ート農業・林業支援を促進しま

す。 

 
 農業経営の一層の広域化を目指し、

ドローンや無人運転トラクター等の先

端技術の導入による効率化・省力化や、

ＡＩ等を用いた農業に関する技術の伝

承などについて、検討を行います。 

 木材生産・流通の効率向上に向けて、

ＩＣＴ等を活用した林業機械の導入、

木材サプライチェーンマネジメントの

構築を検討します。（農林部） 
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32 

 
 「渋沢栄一創業プロジェクト」

を立ち上げ、伴走型の創業支援

を行います。併せて、インキュ

ベーション施設の提供や起業家

や異業種間がつながれる場を創

造します。 

 

 
 渋沢栄一翁の理念を受け継ぎ、革新

的なサービスなどの創出に挑戦する起

業家に対して、先輩起業家や専門家等

による伴走型の支援を行う仕組みを検

討します。併せて、インキュベーショ

ン施設を引き続き提供するとともに、

起業家同士や異業種の企業とのビジネ

スマッチングを新たに検討します。 

（産業労働部） 

 

 

33 

 
 投資リスクの引き受け、ＩＴ

投資等の先行事例の紹介や相談

会を実施します。 

 
 ＡＩ・ＩｏＴ導入に対する補助制度

により、ＩＴ設備投資のリスク軽減に

取り組んでいきます。また、コーディ

ネーターを配置して企業や商店街から

の相談に応じるほか、セミナーの開催

などによりＩＴを導入する際の事例紹

介を充実させていきます。 

（産業労働部） 

 

 

34 

 
 既存の企業の業種転換、事業

承継等をきめ細かく支援しま

す。 

 
 経営革新計画承認制度を活用して、

既存企業の経営力向上に取り組みま

す。また、ＣＡＳＥに向けた自動車産

業への転入・業種転換の支援などを行

います。さらに、埼玉県事業承継ネッ

トワークを活用し、円滑な事業承継の

支援に取り組みます。（産業労働部） 
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35 

 
 アジア、中東、アフリカなど

海外市場の開拓をすすめます。 

 
 アジアにおける海外展開支援に取り

組みます。 

 また、ジェトロ埼玉と連携し、中東

やアフリカを含むより広い地域の市場

開拓を推進します。（産業労働部） 

 

 販売ルートの拡大のため、県産農産

物の継続的な輸出に向けた支援に取り

組みます。（農林部） 

 

 

36 

 
 ハラール認証食品、化粧品等

の製造を支援します。 

 
 県内化粧品製造業者に対して、様々

な機会を捉えて情報提供を行い、ハラ

ール化粧品の製造支援に取り組んでい

きます。（保健医療部） 

 

 埼玉県産業技術総合センターにおけ

る技術支援、研究開発支援、販路開拓

支援の取組を活用し、ハラール認証食

品に関する支援を行います。 

（産業労働部） 

 

 

37 

 

 
 大宮駅を拠点とした東日本連

携及び、ＳＲ（埼玉高速鉄道）

延伸を前提に、東武線をも巻き

込んだ交通の便の向上の取組み

をすすめます。 

 

 
 将来の人口・需要や新たな技術の動

向等を十分に把握した上で、公共交通

及び道路網のさらなる利便性向上策に

ついて、これまでの経緯等も踏まえつ

つ検討を進めます。限られた予算の中

で、県境路線を含めた効果の高い部分

について、重点的に整備を進めます。

（企画財政部、県土整備部） 
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38 

 
 官民連携を通じてスポーツ・

芸術の裾野を広げ、産業化をす

すめます。 

 
 県の地域資源であるプロ・トップス

ポーツチームによるスポーツ体験教室

等スポーツイベントを支援することに

より、スポーツ参加人口の拡大を図り

ます。 

 アマチュア文化団体への助成など県

民の主体的な文化芸術活動の支援を行

います。（県民生活部）  

 

 新ビジネスを創出する取組を引き続

き支援するとともに、県内のスポーツ

産業の集積状況を分析し、展示会への

出展支援やビジネスマッチングを新た

に検討します。（産業労働部） 

 

 

39 

 
 来て、見て、参加して楽しい

県立公園を活かした「大宮スー

パー・ボールパーク」構想を提

案します。 

 
 「大宮スーパー・ボールパーク」構

想の検討を通じて、大宮公園内にある

野球場・サッカー場等周辺施設も含め

た整備など、試合のある日も無い日も

楽しめる公園を目指します。 

（都市整備部） 

 

 

40 

 
 商店街や中心市街地の集客力

の向上策をすすめます。 

 
 意欲ある商店街をモデル地域に指定

し、集客につながる賑わいの創出や空

き店舗の利活用等の支援を行います。

今後は、その事例や手法を公開し、県

内商店街への波及に取り組みます。 

（産業労働部） 
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41 

 
 地域・まちなか商業活性化支

援事業等の適用を受ける商店街

への支援を行います。よろず支

援拠点を含めた産業振興の仕組

みと姿勢を見直し、プッシュ型

支援の組織を構築します。 

 
 事業の適用を目指す商店街に対し、

市町村等と連携して専門家の派遣や情

報提供などによる支援を行います。 

 また、よろず支援拠点との連携を強

化するとともに、県内中小企業のニー

ズを把握し、きめ細かい支援を行いま

す。（産業労働部） 

 

 

42 

 

 
 エネルギーの効率的利用や、

効果的な熱利用を支援するとと

もに、系統との接続や安定化を

図り、エネルギー・コストの低

減やＦ.Ｉ.Ｔを介さない一括受

電力導入を含むエネルギーの地

産地消支援等をすすめます。 

 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランスや

子育て環境の向上、高齢者の見守り、

空き家対策などにも寄与していきま

す。（環境部、都市整備部、危機管理防

災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

43 

 

 
 「埼玉版スーパー・シティ」

構想に参画する企業を支援しま

す。 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランスや

子育て環境の向上、高齢者の見守り、

空き家対策などにも寄与していきま

す。（環境部、都市整備部、危機管理防

災部、福祉部、産業労働部） 
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44 

 

 
 スマートシティにおけるＩｏ

Ｔ化、デマンドレスポンス化に

より、効率的なエネルギー利用、

使用者の立場に立った施策を実

施します。 

 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランスや

子育て環境の向上、高齢者の見守り、

空き家対策などにも寄与していきま

す。（環境部、都市整備部、危機管理防

災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

45 

 
 社会的課題の解決につとめる

企業と業種組合を支援します。 

 
 現行の新技術・製品開発支援制度に

環境配慮、社会貢献等の視点を加えた

支援制度に取り組みます。また、ＳＤ

Ｇｓ経営を推進し、県内産業の振興に

取り組みます。（産業労働部） 

 

 

④ 次世代を担う子供たちを育成する埼玉へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

46 

 主体的・対話的で深い学び（ア

クティブ・ラーニング）を推進

します。 

 「主体的・対話的で深い学び」の視

点からの授業改善を推進します。 

（教育局） 
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47 

 ＡＩでは対応できない想像力

をはぐくむ教育、社会性を養う

教育を推進します。 

 主体的・対話的で深い学びの視点か

らの授業改善、各教科等の特質に応じ

た体験活動の充実、地域・企業等と連

携した社会体験活動や道徳教育の効果

的な指導方法の研究に取り組みます。

（教育局） 

 

 

48 

 人口減少社会ヘ向けた県立高

等学校の適正化と特色ある学校

づくりをすすめます。 

「魅力ある県立学校づくりの方針」に

基づき、引き続き、県立高校の再編整

備を着実に推進します。 

（教育局） 

 

 

49 

 安心して大学ヘ進学できる奨

学金制度の拡充を検討します。 

 国の給付型奨学金制度等の周知を行

います。また、制度の更なる充実につ

いて、引き続き要望を行います。 

（総務部・教育局） 

 

  大学等の就学の支援に関する法律

の施行に合わせ、授業料・入学金の減

免制度を拡充します。なお、奨学金に

ついては日本学生支援機構の給付型奨

学金を活用します。（保健医療部） 

 

 

50 

 真の国際人育成を目指し、海

外への留学を支援する仕組みを

検討します。 

 「埼玉発世界行き」奨学金事業によ

り、引き続き、海外留学の支援を行い

ます。（県民生活部） 

 

 世界で活躍するリーダーを育成する

ため、県立高校生の海外大学等への派

遣を引き続き行います。（教育局） 
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51 

 実践的なキャリア教育を推進

します。 

 小中高校生を対象に仕事に関する

「出前講座」を実施するとともに、「大

学生インターンシップ」などに取り組

みます。若者の就業意識の醸成と県内

企業への理解促進を図るキャリア教

育を推進します。（産業労働部） 

 

 小・中学校、高等学校において、職

場体験等を生かした体系的・系統的な

キャリア教育を推進します。また、専

門的な知識や技術を習得し、企業や研

究機関等と連携した実践的な職業教

育を行います。（教育局） 
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52 

 いじめ、不登校、引きこもり

への支援を充実させると同時

に、ライフスキル教育を推進し

ます。 

 引き続き、県、市町村、学校、家庭、

地域が連携していじめの未然防止と

早期発見、早期解消に取り組みます。 

 誰一人として支援の網の目からこ

ぼれ落ちてしまうことのないよう、ひ

きこもりやニートなどの困難を抱え

る若者に対する効果的な支援を推進

します。（県民生活部） 

 

 「埼玉県ひきこもり相談サポートセ

ンター」や精神保健福祉センター、各

保健所において、ひきこもりに関する

相談に対応するなど、悩みを抱えるひ

きこもり当事者やその家族等への支

援に取り組みます。（保健医療部） 

 

 生徒指導・教育相談体制を引き続き

整備・充実します。また、学校の実態

に合った体系的なライフスキル教育

プログラムを提示するなど学校への

導入を検討し、ライフスキル教育を推

進します。（教育局） 

 

 

53 

 インターネット広告を活用し

た自殺総合対策をはじめ、イン

ターネット社会に合わせた県民

との交流、相談体制を作ってい

きます。ＳＮＳなどを通しての

相談体制を構築します。 

 インターネット広告の活用の検討

などにより、自殺相談窓口の利用を促

進していきます。自殺者の撲滅を目指

すため、ＳＮＳ相談の充実に取り組み

ます。（保健医療部） 

 

 ＳＮＳ等を活用した相談体制の構

築を推進します。（教育局） 
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54 

 若者のボランティア活動を積

極的に支援します。 

 若者からシニアまで県民の地域活動

やボランティア活動の参加を推進しま

す。（県民生活部） 

 

 地域の清掃活動や企業等と連携した

職場体験など、在学中に多様な体験活

動を行います。（教育局） 

 

 

(14) 

再 

 子供の貧困対策計画を策定

し、各種ＮＰＯ等とも連携しな

がら、ＰＤＣＡサイクルに乗せ

ていきます。 

 子供の貧困計画を子育て応援行動計

画に含める形で今年度中に策定しま

す。ＮＰＯ等民の力を活用し、子供の

居場所を広げるとともに、生活困窮世

帯の子供の学習支援事業を推進しま

す。（福祉部） 
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55 

 子供たちの安全確保のため、

地域による見守りに加え、ＩＣ

タグ等、新技術も活用して事故

を未然に防ぐ対策を検討しま

す。 

 自主防犯組織等への子供の見守り活

動への協力依頼を継続するとともに、

交通ボランティアによる幼児・児童を

対象とした交通安全教育を推進しま

す。（県民生活部） 
 

 ビッグデータ等を活用した効果的な

検討を行い、歩道や交差点の整備など

の交通安全対策に取り組みます。 

（県土整備部） 
 

 全公立小学校へのスクールガード・

リーダーの配置や学校応援団の活動を

継続するとともに、登下校のメール配

信システム等の好事例を収集し、市町

村に提供するなど、学校の安心・安全

の確保に取り組みます。（教育局） 
 

 「登下校防犯プラン」に基づき、通

学路等における子供の安全確保のため

の対策の強化を図るとともに、関係機

関、団体等と連携を図りながら対策を

推進します。（警察本部） 
 

 

56 

 障害を持つ子供たちを受け入

れる学級を増加させます。 

 担当教員の専門性向上の研修を充実

させるとともに、特別支援学級や通級

指導教室の設置及び指導の充実につい

て、各市町村教育委員会へ働き掛けま

す。（教育局） 
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57 

 
 ＩＴやＡｌ、データ産業等の

人材育成を積極的に支援しま

す。 

 
 産学官連携によるＡＩコンソーシア

ムを活用し、企業経営者向けのＡＩ・

ＩｏＴ研修に取り組みます。また、企

業の技術者向け研修や職業訓練などに

より、企業のＡＩ・ＩｏＴ人材の育成

を推進します。（産業労働部） 

 

 小・中学校における情報活用能力の

育成のため、学校で推進者となる教員

を養成するとともに、県立高校におい

て先進的な理数教育を実施し、独創的

で優れた科学技術人材の育成に取り組

みます。（教育局） 

 

 

58 

 
 民間活力を県の行政に活かす

べく、世代ごとの意見を反映で

きる仕組みを設け、埼玉民活プ

ラットフォーム事業を立ち上げ

ます。 

 
 「県政世論調査」、「県政サポーター

制度」をはじめとする様々な手段で把

握した県民意見等について、より世代

ごとの意見を把握できるよう担当の各

部局で共有し、施策等に適切に反映し

ていきます。 

（県民生活部 他関係部局） 
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⑤ 女性も男性も、ＬＧＢＴＱもいきいきと活躍する埼玉へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

59 

 
女性のキャリア支援、特に出産

後、子育て後のキャリア支援を

充実させます。 

 
 すべての県民が社会の中で受け入

れられ、いきいきと活躍できるよう、

環境の整備を進めます。 

 女性については、キャリア支援を推

進して、起業家・管理職の増加に取り

組むとともに、女性が様々な職種に参

画できるよう支援に取り組みます。ま

た、ウーマノミクス課を政策調整の中

心としたワンストップサービス体制

の実現に取り組みます。 

（総務部、産業労働部、農林部） 

 

 ＬＧＢＴＱについては、その実態を

調査した上で、大人だけでなく子供・

若年者も対象に捉え、社会全体で正し

く理解されるよう、積極的に啓発等を

実施していきます。（県民生活部） 

 

 

60 

 
 テレワークやサテライトオ

フィスなど多様な働き方がで

きる環境づくりに取り組みま

す。 

 
多様な働き方ができる環境づくり

が進むよう、企業におけるテレワーク

導入への支援を行います。 

（産業労働部） 

 

(20) 

再 

 
 多様な保育サービスを提供

し、待機児童ゼロを目指す自治

体の取組みを支援します。 

 

 
 市町村、幼稚園、企業と連携した取

組などにより保育所等の保育サービ

スの受入枠拡大・保育士確保に努める

とともに、放課後児童クラブの整備を

進めます。（福祉部） 
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(21) 

再 

 
 病児保育所の整備とアプリ

等を活用した送迎の仕組みづ

くりを検討します。 

 

 
 地域のニーズに応じ病児保育の受

入体制の充実を支援するとともに、送

迎システムのモデル事業導入を検討

します。（福祉部） 

 

 

(22) 

再 

 
 駅前から保育施設へのバス

での送迎など先進的な取組み

を積極的に自治体へと情報提

供を行います。 

 

 
 待機児童対策協議会などを活用し、

市町村との連携や情報提供を進める

ことで、送迎保育などの先進・好事例

の横展開を図っていきます。（福祉部） 

 

 

61 

 
 ワーク・ライフ・バランスの

実現へ向けた取組みを強化し

ます。 

 
 ワーク・ライフ・バランスの実現に

向けて、企業の働き方改革への支援を

推進します。（産業労働部） 

 

 

62 

 
 女性の起業家を育成、支援し

ます。 

 
 すべての県民が社会の中で受け入

れられ、いきいきと活躍できるよう、

環境の整備を進めます。 

 女性については、キャリア支援を推

進して、起業家・管理職の増加に取り

組むとともに、女性が様々な職種に参

画できるよう支援に取り組みます。ま

た、ウーマノミクス課を政策調整の中

心としたワンストップサービス体制

の実現に取り組みます。 

（総務部、産業労働部、農林部） 

 

 ＬＧＢＴＱについては、その実態を

調査した上で、大人だけでなく子供・

若年者も対象に捉え、社会全体で正し

く理解されるよう、積極的に啓発等を

実施していきます。（県民生活部） 
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63 

 
 男性の育休取得を促進しま

す。 

 
 男性の育休取得促進に向けて、企業

向けの支援を強化します。 

（産業労働部） 

 

 

64 

 
 女性管理職を増やすため、県

内企業の取組みを支援します。

併せて、県庁における女性管理

職の割合を増やします。 

 
 すべての県民が社会の中で受け入

れられ、いきいきと活躍できるよう、

環境の整備を進めます。 

 女性については、キャリア支援を推

進して、起業家・管理職の増加に取り

組むとともに、女性が様々な職種に参

画できるよう支援に取り組みます。ま

た、ウーマノミクス課を政策調整の中

心としたワンストップサービス体制

の実現に取り組みます。 

（総務部、産業労働部、農林部） 

 

 ＬＧＢＴＱについては、その実態を

調査した上で、大人だけでなく子供・

若年者も対象に捉え、社会全体で正し

く理解されるよう、積極的に啓発等を

実施していきます。（県民生活部） 

 

 

65 

 

 
 賃貸住宅の借料支援を含め

シングルマザーへの支援策を

充実させます。 

 

 
 母子・父子自立支援員等による相談

支援など、ひとり親家庭の生活支援に

取り組みます。（福祉部） 

 

 女性キャリアセンターにおいて、託

児付きの早期就業支援やインターン

シップ・集合研修、職業訓練などを実

施し、シングルマザーの就業支援に取

り組みます。（産業労働部） 

 

 県営住宅でのひとり親世帯の入居
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促進に取り組みます。（都市整備部） 

 

66 

 
 職場や学校、社会におけるあ

らゆるハラスメントを防ぐ取

組みをすすめます。 

 
 私立学校におけるハラスメント防

止対策を進めるため、私立学校に対し

て情報提供や助言など必要な支援を

行います。（総務部） 

 

 企業担当者への人権啓発活動を通

して、ハラスメント防止に取り組みま

す。ＤＶ、デートＤＶの予防啓発を推

進します。（県民生活部） 

 

 企業や労働者を対象にハラスメン

トの防止に関するセミナーを行うほ

か、埼玉県労働相談センターにおい

て、職場のハラスメントに関する相談

に対応します。（産業労働部） 

 

 職場や学校におけるハラスメント

などを防ぐため、引き続き、ハラスメ

ント防止推進員の設置や研修の実施、

職員からの相談窓口の設置等の取組

を推進します。（教育局） 
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67 

 
 ＬＧＢＴＱの権利を守り、誰

もが自分らしくいきいきと活

躍できる埼玉を目指します。 

 
 すべての県民が社会の中で受け入

れられ、いきいきと活躍できるよう、

環境の整備を進めます。 

 女性については、キャリア支援を推

進して、起業家・管理職の増加に取り

組むとともに、女性が様々な職種に参

画できるよう支援に取り組みます。ま

た、ウーマノミクス課を政策調整の中

心としたワンストップサービス体制

の実現に取り組みます。（総務部、産

業労働部、農林部） 

 

 ＬＧＢＴＱについては、その実態を

調査した上で、大人だけでなく子供・

若年者も対象に捉え、社会全体で正し

く理解されるよう、積極的に啓発等を

実施していきます。（県民生活部） 

 

 

68 

 
 県庁における障害者の雇用

を促進するため、きめ細かな計

画を作成し、推進します。 

 
 障害者の採用や職場環境の整備等

に関する計画を今年度内に作成し、障

害者が働きやすい環境づくりを推進

します。（総務部） 

 

 教育委員会における法定雇用率の

早期達成に向け、障害者雇用の推進方

策に関する行程表を作成するなど計

画的に障害者雇用を推進します。 

（教育局） 

 

 埼玉県警察における障害者の雇用

を促進するため、きめ細かな計画を作

成し、推進します。（警察本部） 
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69 

 
 ウーマノミクス課を効果的

に女性がキャリアアップを可

能とするワンストップサービ

ス提供部局とします。 

 
 すべての県民が社会の中で受け入

れられ、いきいきと活躍できるよう、

環境の整備を進めます。 

 女性については、キャリア支援を推

進して、起業家・管理職の増加に取り

組むとともに、女性が様々な職種に参

画できるよう支援に取り組みます。ま

た、ウーマノミクス課を政策調整の中

心としたワンストップサービス体制

の実現に取り組みます。（総務部、産

業労働部、農林部） 

  

 ＬＧＢＴＱについては、その実態を

調査した上で、大人だけでなく子供・

若年者も対象に捉え、社会全体で正し

く理解されるよう、積極的に啓発等を

実施していきます。（県民生活部） 
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⑥ 人生１００年時代を見据えたシニアが活躍する埼玉へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

(1) 

再 

 

 
 高齢者のスポーツ行動率を高

め、健康寿命を延ばします。 

 

 

 
 高齢者をはじめ、誰もが参加できる

レクリエーション活動などへの支援の

拡充や、様々な世代が多様な形でスポ

ーツに参加できる総合型地域スポーツ

クラブの活動内容の充実を検討しま

す。（県民生活部） 

 

 健康長寿埼玉プロジェクトにおい

て、高齢者が多く参加するスポーツの

推進団体等と連携し、コバトン健康マ

イレージのポイント付与をインセンテ

ィブとして高齢者のスポーツ参加を促

進します。（保健医療部） 

 

 

(2) 

再 

 

 
 生涯現役で活躍できる場を広

げます。 

 

 

 
 アクティブシニアの社会参加への支

援及び高齢者の自立や社会参加の促進

に取り組みます。（県民生活部） 

 

 「働くシニア応援プロジェクト」を

推進し、シニアが生き生きと働ける環

境の拡大に取り組みます。 

（産業労働部） 
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70 

 

 
 働く意欲のあるシニアへの就

業支援をすすめます。 

 
 現役時代に培ったスキルやネットワ

ークを生かし地域課題の解決に取り組

む社会起業家の育成を推進します。 

（県民生活部） 

 

 「働くシニア応援プロジェクト」を

推進し、「シニアの就業機会の拡大」や

「シニア雇用におけるミスマッチの解

消」に取り組みます。（産業労働部） 

 

 

71 

 
 地域活動やボランティア活動

への参加のきっかけづくりをす

すめます。 

 
 ＡＩ等の活用など新たな手法も検討

し、若者からシニアまで県民の地域活

動やボランティア活動の参加を促進し

ます。（県民生活部） 

 

 

72 

 

 
 地域や生活環境によって異な

る高齢者の運転支援は、相談窓

口でのきめ細かなアドバイスを

前提に高齢者の運転免許証返納

を勧め、自動ブレーキ車の普及

に努めます。 

 

 

 
 自動ブレーキ車の普及に向けた必要

な検討等を行うとともに、市町村が行

う運転免許返納者支援事業への支援等

を引き続き行います。（県民生活部） 

 

 高齢者に対する運転適性相談を充実

させるとともに、運転免許証を自主返

納した高齢者が生活支援の相談を受け

られるよう地域包括支援センターと連

携を図ります。 

 安全運転サポート車の普及を促進し

ます。（警察本部） 
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⑦ アクセス改善で移動しやすい、つながる埼玉へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

73 

 
 新上尾道路（新大宮上尾道路）

や東埼玉道路など県内の幹線道

路整備を促進します。 

 
 将来の人口・需要や新たな技術の動

向等を十分に把握した上で、公共交通

及び道路網のさらなる利便性向上策に

ついて、これまでの経緯等も踏まえつ

つ検討を進めます。限られた予算の中

で、県境路線を含めた効果の高い部分

について、重点的に整備を進めます。

（企画財政部、県土整備部）  

 

 

74 

 

 
 ＳＲ（埼玉高速鉄道）の延伸

と、舎人ライナー、都営大江戸

線、多摩都市モノレールを延伸

し、埼玉県内の駅につなぎ、県

民の交通の利便性を向上できる

よう検討をすすめます。 

 

 

 
 将来の人口・需要や新たな技術の動

向等を十分に把握した上で、公共交通

及び道路網のさらなる利便性向上策に

ついて、これまでの経緯等も踏まえつ

つ検討を進めます。限られた予算の中

で、県境路線を含めた効果の高い部分

について、重点的に整備を進めます。

（企画財政部、県土整備部） 

 

 

75 

 

 
 移動権確保のため、自治体が

行う乗り合いタクシーなどの制

度導入を支援します。 

 

 

 

 
 市町村の乗合タクシーなどのデマン

ド交通やコミュニティバスの導入等を

支援するなど、地域公共交通の確保・

充実を着実に推進します。 

（企画財政部） 

 

 

76 

 

 
 県内を走る高速道路のバス停

のあり方を見直し、地元のニー

ズに応え得る中距離公共交通を

提供します。 

 

 
 高速バスの利便性向上のため、バス

停の改善等について、バス事業者や高

速道路会社に働きかけてまいります。 

（企画財政部） 

 



31 

 

77 

 

 
 駅での事故を防ぐため、ホー

ムドア設置をすすめます。 

 

 

 
 補助金を交付するなどホームドアの

整備を促進し、駅ホームの安全対策を

着実に推進します。 

（企画財政部） 

 

 

78 

 

 
 公共施設をはじめとしたバリ

アフリーの環境整備につとめま

す。 

 

 

 

 
 市町村に対して鉄道駅のエレベータ

ーなどの設置費用の一部を補助するな

ど、鉄道駅のバリアフリー化を着実に

推進します。（企画財政部） 

 

 バリアフリーに配慮した歩行空間の

整備を着実に推進します。 

（県土整備部） 

 

 

79 

 
 自転車道の整備、自転車走行

空間の創出につとめます。 

 
 県管理道路における自転車走行空間

の整備を着実に推進します。 

（県土整備部） 

 

 

80 

 

 
 地域の足である路線バスの運

行を継続できるよう支援しま

す。 

 

 

 
 生活交通を支えるバス事業者や市町

村に対し運行費用を支援するなど、バ

ス路線の維持・確保を着実に推進しま

す。（企画財政部） 
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(72) 

再 

 
 高齢者の運転免許証返納を勧

め、自動ブレーキ車の普及につ

とめます。 

 
 自動ブレーキ車の普及に向けた必要

な検討等を行うとともに、市町村が行

う運転免許返納者支援事業への支援等

を引き続き行います。（県民生活部） 

 

 高齢者に対する運転適性相談を充実

させるとともに、運転免許証を自主返

納した高齢者が生活支援の相談を受け

られるよう地域包括支援センターと連

携を図ります。 

 安全運転サポート車の普及を促進し

ます。（警察本部） 

 

 

(37) 

再 

 

 
 大宮駅を拠点とした東日本連

携の取組みをすすめます。 

 

 
 将来の人口・需要や新たな技術の動

向等を十分に把握した上で、公共交通

及び道路網のさらなる利便性向上策に

ついて、これまでの経緯等も踏まえつ

つ検討を進めます。限られた予算の中

で、県境路線を含めた効果の高い部分

について、重点的に整備を進めます。

（企画財政部、県土整備部）  

 

 

 

⑧ スポーツ・アニメ・文化・観光で、地域の活性化を 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

81 

 
 世界中から愛される県ゆかりの

アニメ作品を埼玉県から発信して 

いきます。 

 
 本県ゆかりのアニメを生かして、国

内外のファンを埼玉に呼び込み、「埼

玉＝アニメの聖地」の発信に取り組み

ます。（産業労働部） 
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82 

 
 クリエイターの低賃金・労働条

件の改善を図ります。 

 
 クリエイターの労働実態を把握し、

労働条件の改善に努めるとともに、労

働関係法令の普及・啓発や労働者から

の相談に適切に対応します。 

（産業労働部） 

 

 

83 

 
 ｅスポーツの普及、参加の場所

の拡大に取組みます。 

 
 スポーツとしての可能性や、スポー

ツ普及のツールとしての活用などの

検討を行います。（県民生活部） 

 

 民間企業等がソニックシティやＳ

ＫＩＰシティなどを会場に開催する

ｅスポーツイベントと連携し、県内誘

客や普及・広報を図ります。 

（産業労働部） 

 

 

84 

 
 「大宮スーパー・ボールパーク」

構想や国際規格の競泳プール整備

をすすめます。 

 
 国内主要大会が開催可能なプール、

最先端技術で競技力・健康をサポート

するプールをコンセプトに整備を進

めてまいります。（県民生活部）  

 

 「大宮スーパー・ボールパーク」構

想の検討を通じて、大宮公園内にある

野球場・サッカー場等周辺施設も含め

た整備など、試合のある日も無い日も

楽しめる公園を目指します。 

（都市整備部） 
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85 

 
 地域の資源を活かした観光政策

に取組む自治体を支援します。 

 
 日本版ＤＭＯ「埼玉県物産観光協

会」が中心となって、オール埼玉で広

域観光施策を推進するとともに、市町

村の観光資源の磨き上げや観光客誘

致の支援に取り組みます。 

（産業労働部） 

 

 観光農園の経営力と集客力の強化

のため、地域ぐるみで観光農業に取り

組む市町村の支援を行います。 

（農林部） 

 

 

86 

 

 
 県民が芸術・文化に触れる機会

を創出し、参加する機会をつくり

ます。 

 

 
 質の高い文化・芸術を身近で鑑賞す

る機会を提供するとともに、県民が主

体的に行う文化芸術活動への支援に

ついて、引き続き、積極的に推進して

いきます。（県民生活部） 

 

 民間団体や企業、大学と連携し、県

民が芸術性・創造性の高い障害者アー

トに触れる機会や障害者が自ら創作

活動に参加する機会の創出に取り組

みます。（福祉部） 

 

 文化財をまちづくりに活かすとと

もに地域社会総がかりで継承に取り

組みます。また、文化団体や企業など

を巻き込んで社会全体で文化芸術を

通した共生社会の実現に取り組みま

す。（教育局） 
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(79) 

再 

  
 自転車道の整備、自転車走行空

間の創出につとめます。 

 
 県管理道路における自転車走行空

間の整備を着実に推進します。 

（県土整備部） 

 

 

87 

 
 子供や若者が国際交流できる機

会を増やします。 

 
 国際的スポーツイベントは県民が

世界に目を向ける絶好の機会となる

ことから、日本人と外国人が交流を深

めるイベントの多言語による情報発

信やボランティアの積極的活用など

多文化交流を進めていきます。 

 改正入国管理法を契機とする外国

人材の受入れ・共生のための取組につ

いて国の取組を踏まえて生活者の視

点から行います。 

（県民生活部、保健医療部、教育局） 

 

 

88 

 
 外国人住民との共生を目指した

施策を展開します。 

 
 国際的スポーツイベントは県民が

世界に目を向ける絶好の機会となる

ことから、日本人と外国人が交流を深

めるイベントの多言語による情報発

信やボランティアの積極的活用など

多文化交流を進めていきます。 

 改正入国管理法を契機とする外国

人材の受入れ・共生のための取組につ

いて国の取組を踏まえて生活者の視

点から行います。 

（県民生活部、保健医療部、教育局） 
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89 

 

 
 ラグビー・ワールドカップ、東

京オリンピック・パラリンピック

のレガシーを活かした地域づく

り、おもてなしの埼玉を創造しま

す。 

 

 
 レガシーを活かした地域づくり、お

もてなしの埼玉の創出に資するため

に何ができるか、検討を行います。 

 オリンピック・パラリンピックの事

前トレーニングキャンプ誘致やホス

トタウンの取組、都市ボランティアの

活動、埼玉県版ホームステイの実施な

どにより、世界に誇れるおもてなしの

実現を目指します。 

 県内プロチームや本県ゆかりのオ

リンピアン、市町村等と連携などを検

討しつつ、両大会によって盛り上がっ

た県民のスポーツへの関心を持続・向

上させ、一層のスポーツ振興を行いま

す。（県民生活部） 
 

 東京パラリンピックを契機として、

スポーツや芸術・文化活動を通じた障

害者への理解促進に取り組みます。 

（福祉部） 

 

 国内外の東京オリンピック・パラリ

ンピック観戦者等を本県へのリピー

ターにつなげるとともに、観戦者の受

入ノウハウを踏まえて、おもてなしの

埼玉の視点で県内各地の観光資源の

磨き上げに取り組みます。 

（産業労働部） 

 

 ラグビー・ワールドカップ、東京オ

リンピック・パラリンピック後も世界

的な競技を開催するのに相応しい施

設の維持に取り組みます。 

（都市整備部） 



37 

 

(38) 

再 

 
 官民連携を通じてスポーツ・芸

術の裾野を広げ、産業化をすすめ

ます。 

 
 県の地域資源であるプロ・トップス

ポーツチームによるスポーツ体験教

室等スポーツイベントを支援するこ

とにより、スポーツ参加人口の拡大を

図ります。 

 アマチュア文化団体への助成など

県民の主体的な文化芸術活動の支援

を行います。（県民生活部） 

  

 新ビジネスを創出する取組を引き

続き支援するとともに、県内のスポー

ツ産業の集積状況を分析し、展示会へ

の出展支援やビジネスマッチングを

新たに検討します。 

（産業労働部） 

 

 

90 

 
 使わなくなった学校・公共施設

の有効活用、民間参入の協力体制

の構築を推進してまいります。 

 
 使わなくなった公共施設、空きスペ

ースの情報を全庁的に収集し、庁内各

部局への情報提供等を通じて、民間や

市町村での有効活用を推進していき

ます。（総務部） 

 

 民間企業等からの提案窓口を活用

し、官民連携を積極的に推進します。 

（企画財政部） 

 

 閉校となった学校施設は、特別支援

学校への転用や市町村・民間への売却

などを行ってきており、引き続き、有

効活用に取り組みます。（教育局） 
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⑨ 災害・防犯に強い安心安全の埼玉へ 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

91 

  
 水道管の耐震化や、橋梁の更

新等、都市インフラの強靭化を

はかります。 

 
 国の補助金制度を活用して水道事業

者等の耐震化を支援するなど、水道施

設の耐震化に取り組みます。 

（保健医療部） 

 

 橋りょう、排水機場などの耐震化や

計画的な更新等により、安全の確保と

更新費用の抑制・平準化を図るととも

に、道路の無電柱化や堤防護岸の強化

に取り組みます。（県土整備部） 

 

平成２３年度より県営水道の送水管

路耐震化に取り組んでおり、引き続き、

耐震化に取り組みます。（企業局） 

 

 流域下水道総合地震対策計画に基づ

く着実な耐震化に取り組みます。 

（下水道局） 
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92 

 
 ゲリラ豪雨や洪水対策とし

て、洪水予測マップに基づき、

貯水池や地下貯水・放水路、河

川の浚渫・拡幅及び堤防の整備

をすすめます。 

 
 ため池、排水機場、農業用排水路な

どの農業水利施設の防災減災対策や治

山対策を推進します。 

（農林部） 

 

 局地化・激甚化する降雨に対応する

ため、治水・土砂災害・冠水対策をハ

ード・ソフト両面から推進します。 

（県土整備部） 

 

 

93 

 
 ドローン等の最新技術を活用

し、橋梁を中心とした既存のイ

ンフラ点検を実施します。 

 
 最新技術を活用して効率的に維持管

理を行い、施設の安全性の確保に取り

組みます。（県土整備部） 

 

 

94 

 
 埼玉県版ＦＥＭＡを立ち上

げ、災害や被害の状況に応じて

必要な組織が連携できる体制を

作り上げ、ブラインド演習の実

施、備蓄、協力団体等との連携

強化、啓もう活動の強化にも努

めます。（ＦＥＭＡ＝危機管理の

ためのアメリ力の政府機関） 

 

 
 被災市町村の災害対応業務を支援す

る職員派遣チームを設けるとともに、

主要災害ごとのシナリオを想定しなが

ら、職員の専門研修や訓練の充実を図

ります。 

 また、協定締結事業者との連携体制

や災害ボランティア団体との協力体制

の充実を図ります。（危機管理防災部） 

 

 

95 

 
 災害発生時の県業務継続計画

（ＢＣＰ）を抜本的に見直しま

す。 

 
 職員の被災等を前提としたより厳し

い想定に基づき職員の参集可能人数を

見直すとともに、非常時優先業務と職

員の応援体制の整理を行います。 

（危機管理防災部） 
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96 

 
 災害の発生に備え、迅速で正

確な情報伝達と対処のための体

制整備に全力を尽くし、「埼玉版

スーパー・シティ構想」の下で

のネットワークに組み込んでい

きます。 

 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランスや

子育て環境の向上、高齢者の見守り、

空き家対策などにも寄与していきま

す。（環境部、都市整備部、危機管理防

災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

97 

 

 
 情報伝達のため、ＳＮＳやア

プリ等を積極的に活用します。 

 

 
 災害対策アプリを新たに開発・提供

し、さらなる情報発信力及び利便性の

向上に取り組みます。（企画財政部） 

 

 ＳＮＳやＬアラートなど、災害時の

多様な伝達手段の確保に取り組みま

す。（危機管理防災部） 
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98 

 

 
 年々厳しくなる猛暑対策とし

て、災害アプリにきめ細かな猛

暑予測を取り入れます。 

 

 
 災害対策アプリに猛暑予測の情報を

掲載し、利用者に提供します。 

（企画財政部） 

 

 防災情報メールやＬアラートなど多

様な伝達手段の確保に取り組みます。 

（危機管理防災部） 

 

 長期的な気候変動予測情報を収集す

るとともに、県民に温度・湿度の状況

をホームページで分かりやすく表示し

ます。（環境部） 

 

 暑さからの一時避難所「まちのクー

ルオアシス」の情報の充実を図るなど、

猛暑対策に関するきめ細やかな情報提

供を行います。（保健医療部） 

 

 

99 

 
 川の再生及び水辺利用プロジ

ェクトを進化させ、地域与件に

応じた水辺の利用を図ります。 

 
 農業用水路等について、地域住民や

多様な利活用主体等と協働した川の再

生事業を行います。（農林部） 

 

 地域特性や河川の利用実態を踏ま

え、地域住民や民間事業者など多様な

利活用主体と連携した水辺環境の整備

を推進します。（県土整備部） 

 

 

100 

 
 防災、減災対策と災害対策の

計画づくりに女性の意見を反映

させます。 

 
 防災に知見のある女性からの意見を

聞いて地域防災計画へ反映させるな

ど、広く女性の意見を取り入れた計画

づくりに取り組みます。 

（危機管理防災部） 
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101 

 
 災害時にも利用できる液体ミ

ルクについては、ドラッグスト

アなどとの連携を踏まえ、必要

な量の液体ミルクが供給できる

体制づくりを進めていきます。 

 

 
 食品流通会社やドラッグストアなど

と協議を行い、、災害時に必要量の液体

ミルクが供給できる体制づくりに取り

組みます。（危機管理防災部） 

 

 

102 

 
 ペットの同行避難ができる環

境を整備する市町村を支援しま

す。 

 
 避難所の環境整備を行う市町村の支

援に取り組みます。 

（危機管理防災部） 

 

 避難所へのペットの受入れは、避難

所運営の主体となる市町村の理解が不

可欠であるため、市町村職員等を対象

とした研修などを行います。 

（保健医療部） 

 

 

103 

 

 
 県民の生命・財産を守る警察

官の増員、警察機能の強化を図

ります。 

 

 
 警察官の増員については、長期研修

者、育児休業復帰者の定数外措置と非

常勤職員の拡大に努めます。 

 警察機能の強化については、越谷警

察署の改築及び（仮称）川口北警察署

の新設を検討するとともに装備資機材

の充実、システムの構築等に取り組み

ます。（警察本部） 
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104 

 

 
 テロ対策を警察や自衛隊に教

えてきた経験を活かし、ラグビ

ー・ワールドカップや東京オリ

ンピック・パラリンピックなど

の国際イベントを狙うテ口事案

やサイバー攻撃に対する実効的

対応を可能とする体制を整備し

ます。 

 

 
 テロ等違法行為の未然防止及び事案

発生時の迅速な事態対処のため、テロ

を許さない県民意識の醸成、部隊練度

向上及び資機材整備を推進します。 

（警察本部） 

 

 大規模テロを想定した国民保護実動

訓練と図上訓練を継続して実施してい

くとともに、事案発生時には自衛隊や

緊急消防援助隊の派遣を要請するな

ど、連携して対処していきます。 

（危機管理防災部） 

 

 

⑩ 儲かる農林水産業の推進 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

105 

 
 地域ブランドの農産品を応援

します。 

 
 地域ブランドの品目の特性に合わせ

た販路拡大や民間企業のノウハウを活

かしたＰＲに取り組みます。また、地

域ブランド農産物の安定供給を図るた

め、園芸作物の生産力強化に向けた支

援を行います。（農林部） 

 

 

106 

 
 地の利を生かした一次産業の

六次産業化を推進します。 

 
 六次産業化に取り組む経営体に対

し、高付加価値商品の開発や販路開拓

の支援に取り組みます。 

（農林部） 
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107 

 
 県産材使用の補助対象を拡充

し、手続きを簡素化するなど、

林業の振興を図ります。 

 
 住宅などにおける梁・桁や合板への

県産木材利用促進を図るため、補助の

拡大と併せて手続の簡素化について検

討を行います。（農林部） 

 

 

108 

 
 風雪害への防止策を強化し、

被害への支援を行います。 

 
 既存ハウスの補強や果樹における多

目的防災網の導入に向けた支援に取り

組みます。また、被災農業者向けの支

援を国と連携して実施するとともに、

被災農業者の経営安定対策を行いま

す。（農林部） 

 

 

109 

 
 農作物を守るため、有害鳥獣

への対策を検討します。 

 
 農林業や自然植生被害軽減のため、

ニホンジカ等の捕獲を進めます。 

（環境部） 
 

 鳥獣害防止指導者の育成や防除技術

の開発・普及に取り組むとともに、有

害獣による森林被害対策を推進しま

す。（農林部） 

 

 

110 

 

 
 若者の新規就農を更に応援す

ると共に、児童生徒の植林、農

業体験をすすめます。 

 

 

 
 企業等の農業参入や、農業法人によ

る若者の労働力確保を推進するとと

もに、県民参加の森づくりを推進しま

す。（農林部） 

 

 農業高校において、農業生産工程管

理（ＧＡＰ）を実践し、経営感覚や国

際感覚、チャレンジ精神を持った農業

の担い手を育成するとともに、小・中

学校の学校ファームの充実に取り組

みます。（教育局） 
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111 

 
 農地情報を提供し、農地の集

約化をすすめます。 

 
 貸出希望農地の情報を農業法人等へ

提供し、担い手への農地の集積・集約

化を推進します。農地の集積・集約化

を加速化するため、農地中間管理事業

と連携して、農業基盤整備を行います。 

（農林部） 

 

 

(31) 

再 

 
 ドローンや無人運転トラクタ

ーの導入、ＡＩを活用したスマ

ート農業支援を促進します。 

 
 農業経営の一層の広域化を目指し、

ドローンや無人運転トラクター等の先

端技術の導入による効率化・省力化や、

ＡＩ等を用いた農業に関する技術の伝

承などについて、検討を行います。 

 木材生産・流通の効率向上に向けて、

ＩＣＴ等を活用した林業機械の導入、

木材サプライチェーンマネジメントの

構築を検討します。（農林部）（農林部） 

 

 

112 

 
 日本一の河川面積を活かし、

内水面漁業を支援します。 

 
 県内の河川等における魚類資源の増

加に向けた支援を行います。（農林部） 

 

 

(28) 

再 

 
 農林事業者との連携による商

品・サービス開発事業及び販路

拡大につとめます。 

 
 地理的優位性を活かした商品等の開

発や県内外の販路拡大に取り組みま

す。また、食品関連事業者と連携した

Ｓ－ＧＡＰに取り組む生産者の販路拡

大や、地理的優位性を活かした有機農

産物等の生産者への支援を行います。

（農林部） 
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(29) 

再 

 
 林業については、ロボット・

センサーによる森林管理を推進

します。 

 
 レーザー搭載ドローンを活用した森

林資源調査により得られた情報をクラ

ウド化し、市町村等と情報共有するな

ど効果的な森林管理について検討しま

す。（農林部） 

 

(30) 

再 

 
 県産材の利用促進へ向け、補

助の拡大を検討します。 

 
 住宅などにおける梁・桁や合板への

県産木材利用促進を図るため、補助の

拡大と併せて手続の簡素化について検

討を行います。（農林部） 

 

 

113 

 
 木質バイオマスを利用できる

ような環境を支援します。 

 
 農山村バイオマスに関する普及啓発

とともに、木質バイオマス発電等に利

用される原料の供給に対する支援を行

います。（農林部） 

 

 

⑪ 新たなエネルギー社会の創造 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

114 

 

 
 エネルギーを呼び水にした職

住近接の地域づくりを創出しま

す。 

 

 

 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランス

や子育て環境の向上、高齢者の見守

り、空き家対策などにも寄与していき

ます。（環境部、都市整備部、危機管

理防災部、福祉部、産業労働部） 
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115 

 
 スマートグリッド・スマートメ

ーターの普及促進をはかるのみ

ならず、熱導管の普及等、脱電力

をすすめます。 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランス

や子育て環境の向上、高齢者の見守

り、空き家対策などにも寄与していき

ます。（環境部、都市整備部、危機管

理防災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

(42) 

再 

 
 エネルギーの効率的利用や、効

果的な熱利用を支援するととも

に、系統との接続や安定化を図り

ます。 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランス

や子育て環境の向上、高齢者の見守

り、空き家対策などにも寄与していき

ます。（環境部、都市整備部、危機管

理防災部、福祉部、産業労働部） 
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(43) 

再 

 
 地域内で作られる新たな産業

を育成し、「埼玉スーパー・シテ

ィ」に参画する企業を支援しま

す。 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランス

や子育て環境の向上、高齢者の見守

り、空き家対策などにも寄与していき

ます。（環境部、都市整備部、危機管

理防災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

116 

 
 一括受電を含めＦ.Ｉ.Ｔを介

さないエネルギーの地産地消を

すすめます。 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランス

や子育て環境の向上、高齢者の見守

り、空き家対策などにも寄与していき

ます。（環境部、都市整備部、危機管

理防災部、福祉部、産業労働部） 
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(42) 

再 

 
 エネルギーの効率的利用や、効

果的な熱利用を支援するととも

に、系統との接続や安定化を図

り、エネルギー・コストの低減や

Ｆ.Ｉ.Ｔを介さない一括受電力

導入を含むエネルギーの地産地

消支援等をすすめます。 

 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランス

や子育て環境の向上、高齢者の見守

り、空き家対策などにも寄与していき

ます。（環境部、都市整備部、危機管

理防災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

(44) 

再 

 
 スマートシティにおけるＩｏ

Ｔ化、デマンドレスポンス化によ

り、効率的なエネルギー利用、使

用者の立場に立った施策を実施

します。 

 

 
 急速に進む少子高齢化社会を踏ま

え、エネルギーの効率的な利活用を中

心に据えた、企業・市町村・家庭等も

参画のメリットが得られる、コンパク

トな街＝「埼玉版スーパー・シティ」

について速やかに検討を進めます。 

 また、この取組を進めることで、職

住近接によるワークライフバランス

や子育て環境の向上、高齢者の見守

り、空き家対策などにも寄与していき

ます。（環境部、都市整備部、危機管

理防災部、福祉部、産業労働部） 

 

 

(113) 

再 

 
 木質バイオマスの利用を促進

します。 

 
 農山村バイオマスに関する普及啓

発とともに、木質バイオマス発電等に

利用される原料の供給に対する支援

を行います。（農林部） 
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117 

 
 住宅の省エネルギー化を支援

する仕組みを検討します。 

 
 住宅メーカー、工務店、不動産事業

者、金融機関、関係団体等と連携し、

新築・リフォームにおける住宅の省エ

ネ・高断熱化を推進する新たな仕組み

を検討します。（環境部） 

 

 埼玉県の気候に適した超省エネル

ギー住宅の開発に向けて、民間事業者

と連携し検討していきます。 

（都市整備部） 

 

 

 

⑫ 埼玉の行財政改革の継続を 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

118 

 

 
 重点施策への選択と集中を進

め、複数の部署にまたがる事業

は知事直轄プロジェクトとして

強力に推進します。 

 

 
 特に重点的に取り組む事業につい

て、知事直轄プロジェクトとして指定

し、定期的に進捗状況を把握した上で

強力に推進します。（企画財政部） 

 

 

119 

 

 
 行政のＩＴ化、ペーパーレス

化を進めて県民サービスの向上

とコスト削減に取組みます。 

 

 
 ＡＩ・ＲＰＡなどの新技術の積極的

な活用や「ペーパーレス大作戦」の推

進により、県民サービスの向上とコス

ト削減に努めます。（企画財政部） 

 

 

120 

 

 
 県ＣＲＯ（チーフ・レコード・

オフィサー）を設置し、適切な

文書管理を推進するとともに、

情報公開と公文書管理に取組み

ます。 
 

 
 適切な文書管理を推進する役割を担

う県ＣＲＯを総務部に設置するととも

に、文書課の体制を整備し、文書管理

に関する実地調査や文書事務に関する

研修の充実を図ります。（総務部） 
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121 

 
 県庁内における積極的なサイ

バーセキュリティ対策を実施

し、警察、官民ＣＥＲＴ及び、

県内自治体へと情報共有を行い

ます。 

 
 情報セキュリティポリシーを随時更

新しながら、サイバーセキュリティ対

策を強化してきました。引き続き関係

機関、市町村と情報共有及び連携を行

いながら、セキュリティ対策を順次実

施していきます。 

（企画財政部） 

 

 平成２６年より、埼玉県内に所在す

る「産」「学」「官」の関係機関、団体

が緊密に連携して、サイバー空間の実

態把握、情報共有等を目的とし、埼玉

サイバーセキュリティ推進会議（ＳＣ

ＳＣ）を運営してきました。 

 引き続き、同会議を通じた情報共有

等により、官民連携した先制・能動的

なサイバーセキュリティ対策を推進し

ていきます。（警察本部） 

 

 

122 

 

 
 官民連携の推進による行政の

効率化をはかります。 

 

 
 民間のノウハウを行政サービスに活

かし、官民連携による行政の効率化を

積極的に推進します。（企画財政部） 

 

 

123 

 

 
 徹底した現場主義で「とこと

ん訪問」を実施します。 

 

 
 「とことん訪問（仮）」を引き続き実

施し、積極的に現場に赴いて地域の実

情を把握するとともに、県政に反映し

ていきます。（企画財政部） 
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124 

 
 県民と直接対話できるよう

「どこでも知事室」を開催しま

す。 

 
 県民本位の県政をより一層推進する

ため、県民との直接対話を重視した「ど

こでも知事室」を実施します。 

（県民生活部） 

 

 

125 

 
 なお、県庁舎建て替え議論は

「県民参加」を重視し、多様な

県民のニーズを把握し、慎重な

検証を重ねていく。そのため、

１期４年の間に具体的な建て替

えに向けた工事には着手はしな

い。 

 

 
 県民参加の議論を行うには前提とし

て現状の評価・分析が必要となるため、

まずは、現庁舎の建築環境性能評価や

劣化診断を実施した上で、県庁舎のあ

り方や必要な機能について分析を行い

ます。 

 県庁舎の再整備における議論や検討

状況の資料などを積極的にホームペー

ジ上に公開し、透明性を高めます。 

（総務部） 

 

 

126 

 

 
 行政の努力により削減された

固定費は翌年に当該部局の予算

として認め、経費削減に努めま

す。 

 

 
 事務事業の見直しの成果が、各部局

の予算に適切に反映できるような仕組

みの検討を通じ、経費の削減に努めま

す。（企画財政部） 

 

 

127 

 

 
 行政の施策の目的と期待され

る効果を基にＰＤＣＡサイクル

をまわします。 

 

 
 県政運営の基本となる５か年計画や

行財政改革プログラムに位置付けられ

ているＰＤＣＡサイクルにより、着実

に県政運営を推進します。 

（企画財政部） 
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128 

 

 
 県の業務の棚卸を行うことで

働き方改革を進めると共に行政

のムダをなくしてまいります。

職員の働き方やハラスメントに

関する公益通報窓口を設け、そ

の際には通報者に不利益が生じ

ないことを担保します。 

 

 

 
 毎年度、個々の職員の業務内容を明

確に位置付けるとともに、各担当の事

務量や繁忙期についても把握していま

す。その上で、予算編成や組織・定数

改定の過程で、新たな業務の実施とと

もに、ムダの排除に取り組んでいます。 

 こうしたプロセスにより行政のムダ

をなくし、働き方改革を進めていきま

す。（企画財政部） 

 

 公益通報窓口を設置する行政監察幹

のほか、人事課、職員健康支援課、人

事委員会において、通報者に不利益が

生じないよう引き続き相談対応に取

り組むとともに、第三者窓口の設置に

ついても取り組みます。（総務部） 

 

 「学校における働き方改革基本方針」

に基づき、市町村教育委員会とも協力

して全公立学校の働き方改革を推進し

ます。また、職員からの公益通報窓口

を設置し、通報者の保護に留意した運

用を行っており、引き続き着実に推進

します。（教育局） 

 

 業務の合理化・効率化等による生産

性の向上に向けた取組を推進します。 

職場環境の改善要望等の窓口及びハラ

スメント相談窓口を設置し、秘匿性や

通報者に不利益が生じないことを担保

しています。（警察本部） 
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その他 

 

№ 公約 取組の方向性 

 

 

 

 
 埼玉で「ＳＤＧｓ」を実現す

る（埼玉版ＳＤＧｓ＝ 

 “Ｓ”ＳＤＧｓ） 

 現在、「埼玉県５か年計画」に

基づき、様々な分野の施策が進

められている。それらをＳＤＧ

ｓの「１７の目標」にリンクさ

せて「誰ひとり取り残さない、

持続可能な発展・成長をする埼

玉県づくり」を目指す。 

 

 
 ５か年計画において「１７の目標」

と施策との関係を十分に整理し、また、

重点的な取組等を検討した上で、ＳＤ

Ｇｓの取組を政策横断的に推進してい

きます。 

（企画財政部 他関係部局） 
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